
  

  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 

  

      

平成23年３月期  第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 
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代表者          （役職名） 代表取締役社長 （氏名）弘田 成彦 
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四半期決算説明会開催の有無      ：無     

  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  970  18.1  △54  －  △37  －  △42  －

22年３月期第１四半期  821  △44.8  △257  －  △246  －  △249  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  △10  30        －

22年３月期第１四半期  △60  00        －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  8,091  5,542  68.5  1,330  97

22年３月期  8,110  5,635  69.5  1,352  88

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 5,542百万円 22年３月期 5,635百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期        －  0 00      － 10 00  10  00

23年３月期        －

23年３月期（予想）  0 00      － 10 00  10  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  2,100  19.4  △50  －  △10  －  △20  －  △4  80

通期  4,500  26.3  40  －  60  －  50  －  12  00



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．3「２．その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規     － 社 （社名）                        、除外     － 社  （社名） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：無 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。  

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々

な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 4,191,801株 22年３月期 4,191,801株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 27,834株 22年３月期 26,190株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 4,165,218株 22年３月期１Ｑ 4,166,006株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結累計期間における世界経済は、一昨年秋以降の金融危機に端を発した景気後退局面が続いてお

り、新興国など一部に成長は見られるものの、欧州における財政危機や信用不安の問題などが新たに浮上してきて

おり、本格的な回復には依然として厳しい状況が続いております。 

 わが国経済におきましても、政府の景気刺激策等により、一部の業種に底打ちの兆しが見られましたが、円高と

デフレが企業業績の先行きに不透明感を与え、設備投資の凍結や先送り、生産調整などが継続され、厳しい事業環

境となっております。 

 このような経済環境の中、当社グループが関連する業界におきましては、引き続き設備投資が抑制されており、

主力のデジタル放送関連、民生家電の設備需要は停滞したものの、ＤＶＤ及びブルーレイディスク関連など電子部

品関連設備に動きが見られ、売上は増加いたしました。 

 以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は970百万円（前年同期比18.1％増）、経常損失37百万円（前

年同期は246百万円の経常損失）、四半期純損失42百万円（前年同期は249百万円の四半期純損失）となりました。

  

 売上高の品目別内訳は次のとおりであります。 

① ビデオ関連機器 

 景気低迷により、引き続き設備投資が抑制され、国内における放送関連及び民生設備関連は停滞いたしました

が、米国及びアジアでは放送関連に動きが見られ、売上は増加いたしました。 

 この結果、売上高は495百万円（前年同期比14.3％増）となりました。 

② 電波関連機器 

 テレビの電界強度測定器は堅調に推移いたしましたが、デジタル放送関連機器、ワンセグ放送関連機器は、設

備投資の抑制により停滞し、売上は減少いたしました。 

 この結果、売上高は182百万円（同19.8％減）となりました。 

③ 汎用計測機器 

  ＤＶＤ及びブルーレイディスク関連の設備需要に動きが見られ、売上は増加いたしました。 

 この結果、売上高は192百万円（同100.0％増）となりました。 

④ その他 

 修理・部品等であり、特記すべき事項はありません。 

 この結果、売上高は100百万円（同56.5％増）となりました。 

 売上高の地域別内訳は次のとおりであります。 

① 日本 

 日本国内におきましては、政府の景気刺激策により、一部の業種に底打ちの兆しが見られましたが、円高とデ

フレが企業業績の先行きに不透明感を与え、設備投資の凍結や先送り、生産調整などが継続され、厳しい事業環

境となっております。 

 このような状況の中、当社グループが関連する業界におきましては、引き続き設備投資が抑制されており、主

力のデジタル放送関連、民生家電の設備需要は停滞したものの、ＤＶＤ及びブルーレイディスク関連など電子部

品関連設備に動きが見られ、売上は増加いたしました。 

 この結果、売上高は651百万円（同12.6％増）となりました。 

② 北米・中南米  

 米国におきましては、景気に改善の兆しが見えはじめているものの、一部に不透明感もあり、緩やかな回復基

調で推移いたしました。また中南米におきましては、各国で地上デジタル放送の日本方式の採用が広まっており

ます。 

 このような状況の中、主力の放送関連における設備需要に動きが見られ売上は増加いたしました。 

 この結果、売上高は177百万円（同19.5％増）となりました。 

③ アジア 

 新興国を中心に放送関連及び電子部品関連設備の需要に活発な動きが見られ、売上は大幅に増加いたしまし

た。 

 この結果、売上高は130百万円（同97.7％増）となりました。 

④ その他 

 欧州における財政危機や信用不安の問題などが影響して設備需要は停滞し、売上は減少いたしました。 

 この結果、売上高は10百万円（同62.8％減）となりました。  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（２）連結財政状態に関する定性的情報 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ18百万円減少し、8,091百万円となりまし

た。減少の主な要因は、受取手形及び売掛金が65百万円減少したことなどによります。  

 負債合計は前連結会計年度末に比べ74百万円増加し、2,549百万円となりました。増加の主な要因は、短期借入

金が124百万円増加したことなどによるものであります。  

 純資産は、5,542百万円となり、自己資本比率は1.0ポイント減少し、68.5％となりました。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ48百万円減少して、1,046百万円となりました。 

 当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は84百万円（前年同期比114.0％増）となりました。 

 これは主に税金等調整前四半期純損失40百万円及びたな卸資産の増加額136百万円などによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は17百万円（前年同期比30.6％減）となりました。 

 これは主に固定資産の取得による支出15百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は48百万円（前年同期比16.2％増）となりました。 

 これは主に短期借入金の純増加額124百万円によるものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 今後の当社グループが関連する業界におきましては、全般的には設備投資など厳しい環境が続くものと予想され

ますが、一部の電子部品関連で設備投資の動きが見られ、また2011年７月のアナログ放送停波に向けてブルーレイ

ディスクを含むデジタル家電の本格的な普及が見込め、さらには地上デジタル放送受信工事のための設備需要にも

期待しております。 

 このような状況の中、引き続き話題の３Ｄ映像関連機器など得意とするデジタル放送関連、映画産業関連に対応

する製品開発に注力するとともに、徹底した経費削減と原価低減に当社グループ挙げて取り組んでまいります。 

 なお、平成22年５月14日に公表いたしました平成23年３月期（第２四半期連結累計期間及び通期）の連結業績予

想につきましては、変更しておりません。  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 該当事項はありません。  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

（資産除去債務に関する会計基準の適用）   

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

 なお、当該変更に伴う損益に与える影響はありません。   

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。  

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,046,073 3,085,459

受取手形及び売掛金 971,069 1,036,103

商品及び製品 303,240 259,988

仕掛品 269,685 215,195

原材料及び貯蔵品 384,455 344,769

未収還付法人税等 1,511 560

その他 77,360 58,561

貸倒引当金 △1,913 △2,239

流動資産合計 5,051,483 4,998,399

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,079,645 1,098,686

土地 982,008 985,338

その他（純額） 246,050 269,027

有形固定資産合計 2,307,704 2,353,053

無形固定資産 287,775 291,830

投資その他の資産   

投資有価証券 252,407 277,644

生命保険積立金 162,654 159,657

その他 32,014 32,094

貸倒引当金 △2,634 △2,635

投資その他の資産合計 444,442 466,760

固定資産合計 3,039,922 3,111,644

資産合計 8,091,405 8,110,043



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 493,523 476,486

短期借入金 390,000 266,000

未払法人税等 4,347 13,231

繰延税金負債 1,218 1,206

賞与引当金 39,128 77,802

その他 232,247 220,508

流動負債合計 1,160,465 1,055,234

固定負債   

長期借入金 200,000 220,000

繰延税金負債 4,679 11,575

退職給付引当金 1,022,909 1,018,812

その他 161,239 168,831

固定負債合計 1,388,828 1,419,218

負債合計 2,549,294 2,474,453

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,163,233 1,163,233

資本剰余金 1,272,297 1,272,297

利益剰余金 3,416,780 3,501,319

自己株式 △32,047 △31,244

株主資本合計 5,820,263 5,905,606

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △5,781 10,157

為替換算調整勘定 △272,371 △280,172

評価・換算差額等合計 △278,153 △270,015

純資産合計 5,542,110 5,635,590

負債純資産合計 8,091,405 8,110,043



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 821,650 970,726

売上原価 435,447 524,481

売上総利益 386,202 446,245

販売費及び一般管理費 644,091 500,640

営業損失（△） △257,888 △54,395

営業外収益   

受取利息 619 783

受取配当金 1,649 1,453

助成金収入 9,127 15,378

その他 4,530 3,439

営業外収益合計 15,927 21,054

営業外費用   

支払利息 2,802 2,035

為替差損 1,352 1,598

その他 315 240

営業外費用合計 4,470 3,874

経常損失（△） △246,431 △37,215

特別利益   

貸倒引当金戻入額 123 348

固定資産売却益 1,179 2,843

特別利益合計 1,302 3,191

特別損失   

固定資産売却損 1,040 －

固定資産除却損 534 45

投資有価証券評価損 － 2,356

減損損失 － 4,230

会員権評価損 250 －

特別損失合計 1,824 6,632

税金等調整前四半期純損失（△） △246,954 △40,656

法人税、住民税及び事業税 3,019 2,226

法人税等合計 3,019 2,226

四半期純損失（△） △249,973 △42,882



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △246,954 △40,656

減価償却費 65,588 58,502

減損損失 － 4,230

退職給付引当金の増減額（△は減少） △23,854 4,091

賞与引当金の増減額（△は減少） △72,638 △38,673

貸倒引当金の増減額（△は減少） △123 △348

受取利息及び受取配当金 △2,268 △2,236

支払利息 2,802 2,035

為替差損益（△は益） △320 △267

投資有価証券評価損益（△は益） － 2,356

会員権評価損 250 －

固定資産売却損益（△は益） △139 △2,843

固定資産除却損 534 45

売上債権の増減額（△は増加） 174,000 61,585

たな卸資産の増減額（△は増加） 35,577 △136,309

仕入債務の増減額（△は減少） △35,296 17,770

その他の流動負債の増減額（△は減少） 62,844 18,033

その他 10,158 △19,780

小計 △29,838 △72,463

利息及び配当金の受取額 2,142 2,240

利息の支払額 △2,923 △2,098

法人税等の支払額 △8,809 △12,055

営業活動によるキャッシュ・フロー △39,429 △84,376

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △9,065 △9,068

有形固定資産の取得による支出 △6,027 △5,048

有形固定資産の売却による収入 1,412 9,311

無形固定資産の取得による支出 △10,099 △9,955

貸付けによる支出 － △968

貸付金の回収による収入 929 943

その他 △2,636 △2,906

投資活動によるキャッシュ・フロー △25,487 △17,691

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 180,000 124,000

リース債務の返済による支出 △13,656 △12,580

長期借入金の返済による支出 △20,000 △20,000

自己株式の取得による支出 △58 △803

配当金の支払額 △104,150 △41,656

財務活動によるキャッシュ・フロー 42,135 48,959

現金及び現金同等物に係る換算差額 54,006 4,815

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 31,225 △48,293

現金及び現金同等物の期首残高 1,522,949 1,095,130

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,554,174 1,046,837



 該当事項はありません。   

 該当事項はありません。  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



  

（１）生産、受注及び販売の状況 

① 生産実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

② 製品仕入実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

③ 受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

④ 販売実績 

 （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

４．補足情報

品目 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％）

ビデオ関連機器  428,971  153.9

電波関連機器  188,630  109.5

汎用計測機器  202,200  223.7

その他  40,032  225.0

合計  859,835  153.8

品目 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％）

ビデオ関連機器  37,939  162.4

電波関連機器  2,063  17.7

汎用計測機器  8,834  1,266.4

その他  17,424  170.9

合計  66,262  144.4

品目 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％）

ビデオ関連機器  495,318  114.3

電波関連機器  182,891  80.2

汎用計測機器  192,119  200.0

その他  100,395  156.5

合計  970,726  118.1
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